
金沢以東の並行在来線開業に向けた対策について 

①安定的な財源見通しの確保  
②収支採算性  
③投資効果  
④営業主体としてのＪＲの同意 
⑤並行在来線の経営分離に 
 ついての沿線自治体の同意 
     整備新幹線の整備に関する基本方針より 

整備新幹線 新規着工の５条件 ○並行在来線とは 

 →優等列車の利用客が新幹線に転移する線区のこと 

認可・着工 

○金沢以東の区間は、平成１７年に石川県及び沿線市町が経営分離に同意 
○金沢以西の区間は、平成２４年に石川県及び沿線市町が経営分離に同意 

①開業前の普通列車の運行本数の確保を基本に、通学・通勤に配慮したダイヤ 

  編成や、金沢駅発の最終列車の発車時間の繰り下げを実施 

   → 普通列車運行本数（開業前）１１０本 →（開業後）１１２本 

       → 金沢駅からの最終列車の発車時間 七尾方面（開業前）22:41→（開業後）23:07、  

      富山方面（開業前）22:48→（開業後）23:01にそれぞれ繰り下げ 
 

②新幹線や特急列車との乗り継ぎ利便性の確保に努める 

   → 始発・最終のかがやきに接続する列車を設定 
 

③七尾線特急列車の存続 

    →ＪＲ西日本が金沢発着のシャトル特急（5往復／日）及び関西方面からの直通特急 

              （１往復／日）を運行 
 

④ＪＲ西日本が運行する七尾線の列車は、引き続き、津幡・金沢間に直通乗り 

    入れを実施 
 

⑤あいの風とやま鉄道と金沢駅－富山駅間の相互直通乗り入れを実施 

 

資料２ 

◆金沢以東区間で講じた主な対策 

 ①～③に加えて、ＪＲ金沢支社ビルの取得や券売機、お客さまカウンターの整備等

に対し、県は合計約６２億円を助成 
 
 
 

  

 １  設備投資に関する事項 

 ①車両は、５編成全てを２両ユニットの新型車両（５２１系車両）とし、うち３編成は、 

   数年間走行した車両を新車価格の１／３程度の低廉な価格で取得・・・約１３億円 

        
 ②線路等の鉄道資産は、不要な資産を整理し、低廉な価格で取得・・・約２０億円    

   なお、ＪＲ西日本は、経営分離前に必要な修繕を実施。（約２億円） 
 
 
 
 

  

③敦賀延伸時に取得予定であった金沢駅の駅舎を取得費用の平準化の観点から、 

    先行して取得・・・約２３億円 
 
 

  

 ２ 運営に関する事項 

・開業時の配置要員 75人（うちＪＲ西日本出向者51人） 

 →開業から概ね２年間は、ＪＲ西日本の指令システムを利用し、富山県会社が石川、新潟エリアも含め 

   一体的に運行管理を実施（暫定指令） 

・現在（新指令システム稼働後）の配置要員 99人（うちＪＲ西日本出向者70人） 

・ＪＲ西日本からの出向者の人件費の約４割をＪＲ西日本が負担（１０年間で約１６億円）   

２－(１) 組織要員計画 

 ２－(2) 運行計画 



・ＩＲいしかわ鉄道の経営を関係機関が一丸となって支える仕組みを構築 

 

 ①資本金      総額 ２０億６００万円 

             出資  県１４億円、市町４億円、民間２億６００万円 

 ②運行支援基金 

   ・総額 ３０億円程度 

   ・使途 乗継割引支援          １３億円程度 

        運賃値上げ抑制        ３億円程度 

        開業後投資・災害復旧等 １４億円程度 

   ・負担 県   １５億円 

        市町１５億円 
         （金沢市 ９．４億円、津幡町 ２．９億円、その他乗継割引関係12市町 ２．７億円）  
 
 → 基金の額３０億円は、北陸新幹線敦賀開業の３年前倒し（Ｈ３７→３４）が決まる前の平成２５年３月に策定

した経営計画時のものであり、金沢以西開業前までの１１年間の需要に対応 

 ３ 経営スキームに関する事項 

 ４ 収支及び運賃水準に関する事項 

○定期外・通勤定期・通学定期の平均値上げ率 

  → 先行事例 

     青い森鉄道：１．３４倍、ＩＧＲいわて銀河鉄道：１．７１倍、しなの鉄道：１．４５倍、 

     肥薩おれんじ鉄道：１．２８倍 

  → ＪＲ三島会社（ＪＲ本州三社比）、ＪＲ北海道：１．１６倍、ＪＲ四国：１．１２倍、ＪＲ九州：１．１３倍 

 

 ５ 利活用促進に関する事項 

・平成２６年４月に県、市町、経済団体、ＩＲ等により構成される「ＩＲいしかわ鉄道利用促進

協議会」において「ＩＲいしかわ鉄道利活用促進アクションプラン」を策定し、ＩＲいしかわ鉄

道の利便性の向上と利活用促進に取り組む 
 

＜主な取り組み＞ 

 ①お客さまカウンターの設置 （定期券、企画きっぷの販売、運転状況案内、沿線情報の提供） 

 ②パークアンドライドの推進 （ＩＲと沿線市町（金沢市・津幡町）が駅周辺に駐車場を整備） 

 ③企画きっぷの販売 （IR・あいの風１日フリーきっぷ、金沢駅連絡きっぷ等） 

 ④臨時列車の運行 （百万石まつり、モントレージャズフェスティバル等にあわせ運行） 

 ⑤サポーター制度 （いしてつ愛あーるクラブ） 

 ⑥駅を活用したイベント等の開催  

   （地元団体により駅で野菜市や写真・絵画等の展示イベント等を開催） 

・ＩＲいしかわ鉄道が運行する区間の１日あたり利用者の延べ約２５ , ０００人のうち

他路線との乗継利用者が約８割 （H24調査） 
 

⇒経営分離後に割高な初乗り運賃が２重にかかることによる利用者の負担軽減を

図るため、ＪＲ西日本やあいの風とやま鉄道と協力し乗継割引制度を導入 
  → ＩＲの乗継割引の財源には県と市が拠出した運行支援基金を活用 

西金沢駅 金沢駅 森本駅

【経営分離前】

ＪＲ線 ２００円

西金沢駅 金沢駅 森本駅

【経営分離後】

ＩＲ線ＪＲ線 １９０円 ２２０円

併算 ４１０円 ２．０５倍

割引後 ２５０円

ＩＲ・ＪＲともに割引

１．２５倍に抑制

＜乗継割引の事例＞ 

＜ＩＲいしかわ鉄道の旅客流動＞ 

Ｈ１８試算 Ｈ２３経営計画

収支
（開業後１０年間累計）

▲２６億円 ▲２０億円

１～５年目
（激変緩和）

６～１１年目

平均
１．０９倍程度

平均
１．１４倍程度

１．１４倍程度 １．１９倍程度

１．１４倍程度 １．１９倍程度

１．００倍程度 １．０５倍程度

通勤定期

通学定期

▲１１億円

Ｈ２４経営計画（改訂版）

収支均衡運賃水準
（ＪＲ運賃水準比）

１．３７倍程度 １．２７倍程度

定期外（普通運賃）

貨物調整金の拡充等

運行支援基金による支援 

乗継割引制度の導入について 

・利用者の負担が過度に増加しないよう配慮しつつ、会社経営の健全性も考慮して、

現行運賃と比較して、運賃水準を設定 

・ＪＲとの交渉や運行支援基金の活用により先行事例と比較して最も低い水準 

金沢駅舎の先行取得等に

よる使用料収入の増等 

※ 右の運賃水準はＩＲ区間のみの 

   運賃水準である 


